
   富士吉田市再生可能エネルギー設備設置費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、再生可能エネルギー設備の設置に対して、予算の範囲内におい

てその費用の一部を補助することについて、富士吉田市補助金等交付規則（平成４

年規則第３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象設備及び補助対象者等） 

第２条 補助金の対象となる設備（以下「補助対象設備」という。）及びその要件並び

に補助金の交付を受けることができる者(以下「補助対象者」という。)は、別表第

１に定めるとおりとする。 

２ 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 
 (1) 市内に住所を有し、自ら居住する市内の住宅（店舗等との併用住宅を含む。以

下同じ。）又は自ら使用する事務所等に補助対象設備を設置した者 

 (2) 補助対象設備の設置後（建売住宅供給者等から補助対象設備付き住宅を購入

した場合は、住宅の引渡し後）６月以内に補助金の申請を行う者 

 (3) 市税等を滞納していない者 

 (4) 富士吉田市暴力団排除条例(平成24年条例第16号。)第２条第３号に規定する

暴力団員等でない者 

３ 前２項の規定にかかわらず、既にこの要綱による補助を受けた者(当該補助を受

けた者と同一の世帯に属する者を含む。)は、当該補助を受けた日の属する年度内

においては、新たにこの要綱による補助を受けることができない。 

 （補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表第２に定める額とし、その額に1,000円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てた額とする。 

 （交付の申請） 

第４条 補助金の交付の申請をしようとする者は、富士吉田市再生可能エネルギー設

備設置費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

 (1) 補助対象設備の設置に係る領収書及び内訳書の写し 

 (2) 補助対象設備の仕様及び規格が確認できる書類の写し 

 (3) 設置場所の案内図 



 (4) 補助対象設備の設置前及び設置完了後の写真 

 (5) 電力会社と電力受給契約を締結したことを証する書類の写し（太陽光発電シ

ステムを設置した場合に限る。） 

 (6) 市税納付済証明書（法人にあっては市税納付済証明書及び所在証明） 

 (7) 住民票（世帯全員）の写し（個人の申請に限る。） 

 (8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （交付の決定及び通知） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、富士吉田市再生可

能エネルギー設備設置費補助金交付額決定通知書（様式第２号）により当該申請し

た者に通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第６条 市長は、虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けた者に対し

て、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、再生可能エネルギー設備設置費補助金に関し

必要な事項は、市長が定める。 

別表第１（第２条関係） 

補助対象設備 対象要件 補助対象者 

太陽光発電システ

ム 

(1) 補助対象設備を構成する太陽電池の公

称最大出力又はパワーコンディショナー

の定格出力のいずれか小さい方が 10kw 未

満であること。 

(2) 電力会社と電力受給契約をした者 

(3) 住宅用であること。 

(4) 新たに設置するものとし、未使用品で

あること。 

個人 

定置用リチウムイ

オン蓄電システム 

(1) 蓄電容量１kwh 以上であること。 

(2) 太陽電池の公称最大出力又はパワーコ

ンディショナーの定格出力のいずれか小

個人 



さい方が 10kw 未満の設備と接続するこ

と。 

(3) 住宅用であること。 

(4) 新たに設置するものとし、未使用品で

あること。 

木質ペレットスト

ーブ 

(1) 木質ペレット(間伐材、端材等の木材を

粉砕したものを円筒状に固めたもの)のみ

を燃料として使用する暖房器具であるこ

と。 

(2) 新たに設置するものとし、未使用品で

あること。 

個 人 又 は 法

人 

別表第２（第３条関係） 

補助対象設備 補助金額 

太陽光発電システ

ム 

１kw当たり３万円に太陽電池の公称最大出力又はパワーコ

ンディショナーの定格出力のいずれか小さい方（その数に

小数点以下２位未満の端数があるときは、これを四捨五入

する。）を乗じて得た額。ただし、20万円を限度とする。 

定置用リチウムイ

オン蓄電システム 
１基当たり、５万円とする。 

木質ペレットスト

ーブ 

購入及び設置に要する経費に２分の１を乗じて得た額。た

だし、20万円を限度とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令甲は、令和３年４月１日から施行する。 

 （富士吉田市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の廃止） 

２ 富士吉田市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成 13 年訓令甲

第８号）は、廃止する。 

 （富士吉田市太陽熱温水器設置費補助金交付要綱の廃止） 

３ 富士吉田市太陽熱温水器設置費補助金交付要綱（昭和55年訓令甲第５号）は、廃

止する。 



 （富士吉田市木質ペレットストーブ設置費等補助金交付要綱の廃止） 

４ 富士吉田市木質ペレットストーブ設置費等補助金交付要綱（平成 27 年訓令甲第

７号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

５ この要綱による補助対象設備の設置に係る補助金の交付は、この要綱の施行の日

以後に設置する補助対象設備について適用し、令和３年３月 31 日以前に設置した

補助対象設備については従前の例とする。 

 (富士吉田市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の廃止に伴う経過措

置) 

６ この要綱の施行の日前に附則第２項の規定による廃止前の富士吉田市住宅用太陽

光発電システム設置費補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受けた者につい

ては、同要綱第７条に規定する補助金の返還について及び第８条に規定するデータ

の提供への協力については、この要綱の施行後も、なおその効力を有する。 

 （富士吉田市太陽熱温水器設置費補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置） 

７ この要綱の施行の日前に附則第３項の規定による廃止前の富士吉田市太陽熱温水

器設置費補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受けた者については、同要綱

第６条に規定する補助金の返還については、この要綱の施行後も、なおその効力を

有する。 

 (富士吉田市木質ペレットストーブ設置費等補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置) 

８ この要綱の施行の日前に附則第４項の規定による廃止前の富士吉田市木質ペレッ

トストーブ設置費等補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受けた者について

は、同要綱第７条に規定する補助金の返還について並びに第８条に規定するデータ

の提供及びアンケートへの協力については、この要綱の施行後も、なおその効力を

有する。 

様式第１号（第５条関係） 

 

様式第２号（第６条関係） 

 


